2016年5月31日～6月1日
しんぶん赤旗2016年6月1日(水)

戦争法廃止・憲法改悪阻止　宗教宗派超え集い　市田副委員長あいさつ
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（写真）「戦争法」廃止、憲法改悪阻止をめざしデモ行進する宗教者・信者全国集会参加者＝３１日、東京都中央区


　「『戦争法』廃止・憲法改悪阻止をめざす宗教者・信者全国集会」が３１日、東京都中央区の築地本願寺第２伝道会館で開かれました。「殺さない　殺させない｣を合言葉に､宗教宗派を超えて３００人がつどい､｢来る参院選挙で､『戦争法に賛成する議員には投票しない』ことを呼びかける運動｣を確認しました｡

　集会呼びかけ人を代表して、山崎龍明氏（黙ってはいられない！戦争法廃止を求める宗教者の会代表）があいさつ。「戦争は人間の最大の蛮行であり最大の罪。私たちは、戦争につながるあらゆることにノー、否と言っていかなくてはならない」と訴えました。

　民進党､日本共産党､社民党､生活の党の野党４党の代表が参加、あいさつし、壇上に並び手をつないで高く掲げると、会場は大きな拍手に包まれました。

　日本共産党からは市田忠義副委員長（参院議員）があいさつしました。宗教者や市民の声に押され、全国３２の参院選１人区すべてで野党統一候補が実現することを報告。「『立憲主義を取り戻す』というこれ以上ない大義の下、市民の声に応えて野党４党は結束しています。頑張り抜きたい」と訴えました。

　集会呼びかけ団体から、日本宗教者平和協議会、カトリック中央協議会、お題目九条の会、平和を実現するキリスト者ネット、日本キリスト者平和の会の各代表が、協賛団体から日本イスラーム文化センター代表がそれぞれスピーチしました。清水雅彦・日本体育大学教授（憲法学）が基調講演。集会後、参加者は会場から銀座までデモ行進してアピールしました。

産経新聞2016.5.31 13:00更新 
改憲論議は参院選後に　衆院憲法審査会が方針確認
　衆院憲法審査会は３１日の幹事懇談会で、夏の参院選後に憲法改正を巡る与野党の議論を再開させる方針を確認した。自民党の保岡興治会長が「政局から離れて冷静に議論したい。参院選が終わればお願いしたい」と提唱し、大筋で了承された。
　保岡氏によると、民進党の鈴木克昌氏は懇談会で「政局と切り離して議論すべきだ。安倍晋三首相は現場で議論するよう述べており、われわれも努力したい」と同調。自民党の森英介氏は「各党の意見を承りながら進めたい」と語り、公明党の北側一雄氏も「静かな環境で議論できるようにすべきだ」と訴えた。
　共産党の赤嶺政賢氏は「憲法改正の議論は必要ない」と主張した。
自衛隊の監視組織づくりを協議　与野党 
日経新聞2016/5/31 20:30
　自民党、公明党、日本のこころを大切にする党、新党改革の与野党４党と、参院会派「日本を元気にする会」は31日、安全保障関連法に基づく自衛隊の新任務を国会で監視・検証する組織づくりを協議した。自衛隊の活動拡大に歯止めをかけるための組織のあり方について議論を加速し、合意をめざすと確認した。
自民幹事長、日米地位協定「改定へ努力」 
日経新聞2016/5/31 20:02
　自民党の谷垣禎一幹事長は31日、党本部で沖縄県選出の国会議員らと面会し、日米地位協定の改定を求める要望書を受け取った。谷垣氏は「改定のために党として努力する」と語り、稲田朋美政調会長に党内調整を指示した。谷垣氏は「かなり大きな法体系なので、体系全体を整理してみる必要がある」と指摘した。
第１９０通常国会 きょう閉会
NHK6月1日 4時01分
第１９０通常国会は、１日、会期末を迎え、参議院本会議で、女性にだけ離婚後６か月間再婚を禁じた規定を１００日間に短縮する民法の改正案の採決などが行われて閉会します。
通常国会が１月から開かれるようになった平成４年以降、最も早い４日に召集された今の第１９０通常国会は、１日、会期末を迎えます。
　１日は、参議院本会議で、女性にだけ離婚後６か月間再婚を禁じた規定を１００日間に短縮する民法の改正案などの採決が行われるほか、衆議院本会議では、成立に至らなかった法案を継続審議にする手続きが行われ、閉会します。
　今の国会では、熊本地震からの復旧や復興を進めるための今年度の補正予算や、いわゆる司法取引の導入を柱とした刑事司法制度改革の関連法などが成立しました。また、衆議院の議員定数を１０削減するとともに４年後の国勢調査に基づいて「アダムズ方式」と呼ばれる計算式で都道府県ごとの小選挙区の数を見直すなどとした法律も成立し、最高裁判所から「違憲状態」とされてきた衆議院選挙の１票の格差の是正に向けて動き出すことになりました。
　一方で、政府・与党が最重要課題の１つと位置づけていた、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の承認を求める議案は、審議が進まず、衆議院で継続審議となります。
　国会が１日で閉会されるのを受けて、各党は、夏の参議院選挙に向けて事実上の選挙戦に入ることになります。
産経新聞2016.5.31 19:02更新 
自民・谷垣禎一幹事長、沖縄の女性遺棄事件で「地位協定改定のために努力する」　島尻安伊子沖北相の要請に
　自民党の谷垣禎一幹事長は３１日、元米兵が逮捕された沖縄の女性遺棄事件をめぐり、党沖縄県連会長の島尻安伊子沖縄北方担当相と会談した。島尻氏は日米地位協定の抜本的な改定などを日本政府に求めるよう要請し、谷垣氏は「協定改定のために党としても努力する」と応じた。会談後、谷垣氏は記者団に「協定は相当体系的なものなので、全体をある程度整理する必要がある」と述べた。
野党、内閣不信任案を提出　「経済失政」と退陣要求
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　大島衆院議長（左から3人目）に内閣不信任案を手渡す野党4党の国対委員長ら＝31日午後、国会[image: image3.jpg]


　党臨時常任幹事会であいさつする民進党の岡田代表＝31日午前、国会　民進、共産、社民、生活の野党4党は31日午後、2017年4月予定の消費税増税を先送りする安倍晋三首相の方針を踏まえ、アベノミクスは失敗したとして安倍内閣不信任決議案を衆院に共同提出した。決議案は「経済失政の責任は極めて重大だ。もはや政権運営を担う資格はない」と断じ、首相に退陣を迫った。同日夕の衆院本会議で与党やおおさか維新の会の反対多数により否決される。夏の参院選で、アベノミクスの成否が大きな争点となるのは必至だ。

しんぶん赤旗2016年6月1日(水)

“五つの大罪”安倍内閣退陣を　戦争法・アベノミクス・ＴＰＰ・原発・新基地　内閣不信任案　志位委員長が賛成討論　衆院本会議

　日本共産党、民進党、社民党、生活の党の４野党は３１日、安倍内閣不信任決議案を共同で提出し、同日の衆院本会議で採決されました。自民、公明、おおさか維新などの反対多数で決議案は否決されましたが、４野党は、一致結束して安保法制＝戦争法、経済失政、強権政治という三つの角度から不信任を突きつけ、「自公とその補完勢力」に対して参院選で、市民と力をあわせてたたかう決意を示しました。

自公お維など否決
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（写真）賛成討論に立つ志位和夫委員長?左奥は安倍晋三首相ら＝３１日、衆院本会議


　民進党の岡田克也代表が決議案の趣旨説明を行い、日本共産党の志位和夫委員長、民進・江田憲司代表代行が賛成討論に立ちました。それぞれの討論に拍手や「そうだ」の声が飛び交いました。

　志位委員長は、安倍政権が国民多数の民意に背いて「五つの大罪」を犯してきたと指弾しました。

　「五つの大罪」として、(1)憲法違反の安保法制＝戦争法を強行、立憲主義を根底から破壊しようとしている(2)「アベノミクス」が破綻し、日本経済と国民生活を深刻な危機に陥れている(3)「国会決議」すら無視したＴＰＰ（環太平洋連携協定）の強行をはかる(4)福島原発事故が収束しないもとで、原発再稼働と原発輸出へ暴走(5)沖縄県民の意思を無視した新基地建設の押しつけ―を挙げました。

　志位氏は、日本の自衛隊が、戦後初めて外国人を殺し、戦死者を出す、差し迫った危険について、政府が国会論戦で否定できなかったと強調し、「安保法制＝戦争法は、きっぱり廃止すべきだ」と迫りました。「自分たちが憲法によって縛られているという自覚がない内閣に、国政を担う資格は断じてない」と強調。憲法を憲法でなくす「自民党改憲案」の危険性を告発し、「安倍政権の憲法改定の野望を、絶対に認めるわけにはいかない」と表明しました。

　志位氏は、安倍晋三首相が消費税増税再延期方針を示したことについて、「『アベノミクス』と消費税大増税路線の破綻を示すもの」と指摘。「自らの経済失政の責任を『世界経済』に転嫁し、破綻した路線にしがみつく。あまりに無責任であり、厚顔無恥ではありませんか。もはや総理に、日本経済のかじ取りをする資格はありません」と述べました。

　志位氏は、元米海兵隊員による「女性遺体遺棄事件」を受けても、安倍政権が、基地撤去も、最小限の緊急課題である日米地位協定の見直しも米側に提起せず、辺野古の新基地建設を「唯一の選択肢」としていることを批判。「米国にものを言えず、沖縄の怒りも痛みもわからない安倍政権には、主権国家の代表者たる資格はない」と強調しました。

　志位氏は、「野党と市民の共闘を必ず成功させて、選挙に勝ち、自公を打ち倒し、憲法の平和主義、立憲主義、民主主義を貫く新しい政治を築くために全力をつくす」と決意を表明しました。

　岡田氏は、戦争法と改憲をあげて「立憲主義と平和主義への重大な挑戦だ。絶対に認めるわけにはいかない。即刻退陣すべきだ」と要求。「アベノミクスは今や完全に行き詰まっている」、「（安倍政権は）極めて強権的だ」と述べ、参院選について「安倍政権と国民の良識のたたかいになる。安倍政権の暴走を止め、政治の流れを変える」と表明しました。

　民進党の江田代表代行も賛成討論で、「違憲の安保法制の強行により、わが国の国是、憲法の平和主義と立憲主義をないがしろにしようとする、言語道断の内閣だ」と批判しました。

しんぶん赤旗2016年6月1日(水)

安倍内閣“五つの大罪”　内閣不信任決議案への　志位委員長の賛成討論　衆院本会議

　日本共産党の志位和夫委員長が３１日の衆院本会議で行った安倍内閣不信任決議案に対する賛成討論は次のとおりです。

　日本共産党を代表して、安倍内閣不信任決議案への賛成討論を行います。

　私は、不信任の理由として、安倍政権が、国民多数の民意に背いて、つぎの五つの大罪を犯してきたことを、きびしく指弾するものです。

第一の大罪――憲法違反の安保法制＝戦争法を強行、立憲主義を根底から破壊
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（写真）安倍内閣不信任決議案を審議する衆院本会議。賛成討論に立つのは志位和夫委員長＝３１日


　第一は、憲法違反の安保法制＝戦争法を強行し、わが国の立憲主義を根底から破壊しようとしていることです。

　戦争法には、「戦闘地域」での米軍等への兵站（へいたん）の拡大、戦乱が続いている地域での治安活動、地球のどこでも米軍を守るための武器使用、そして集団的自衛権の行使――自衛隊の海外での武力行使を可能にする四つの仕組みが盛り込まれています。そのどれもが、憲法９条を乱暴にじゅうりんするものであることは、すでに明々白々となっています。

　自民党などは、この間、北朝鮮が国連決議を無視した核兵器・ミサイル開発の暴挙を行ったことを利用して、「集団的自衛権を備えないと、北朝鮮の脅威から国を守れない」などと言い募っています。しかし、北朝鮮問題に対応するのに、どうして集団的自衛権が必要か。集団的自衛権の行使とは、日本に対して武力攻撃をしていない国に対して、日本の側から武力の行使をするということです。それは、相手国から見れば、事実の問題として、日本による先制攻撃となります。それは、相手国に、日本を攻撃する大義名分を与えることになります。国民の命を守るのでなく、国民を進んで危険にさらす――ここにこそ集団的自衛権の本質がある。それはすでに国会審議で浮き彫りにされたことではありませんか。北朝鮮問題を利用して戦争法を合理化するなど、論理的に成り立つものではありません。

　戦争法が３月に施行され、日本の自衛隊が、戦後初めて外国人を殺し、戦死者を出す、差し迫った危険が生まれています。わが党は、この間の国会論戦で、南スーダンのＰＫＯ（国連平和維持活動）に派兵されている自衛隊の任務拡大、過激武装組織ＩＳに対する軍事作戦への自衛隊の参加、アフガニスタンの治安部隊を支援する多国籍部隊への自衛隊の参加などが、最初の「殺し、殺される」ケースになりかねないことを強く警告してきました。政府はどのケースについてもその危険を否定できなかったではありませんか。日本を再び「殺し、殺される」国にしてはなりません。憲法違反の安保法制＝戦争法は、きっぱり廃止すべきです。

　安倍政権が、安保法制＝戦争法強行にさいして、「憲法９条のもとでは集団的自衛権は行使できない」という戦後６０年余にわたる政府の憲法解釈を、一内閣の専断で百八十度覆すという、立憲主義を乱暴に破壊するやり方をとったことが、日本の法治国家としての土台を根底から危うくしています。野党が憲法５３条に基づいて行った臨時国会召集要求を握りつぶす。「放送局の電波を停止できる」などという憲法破りの発言を行った閣僚を、内閣あげて擁護する。安倍総理とその内閣には、自分たちが憲法によって縛られているという自覚がまったくありません。このような内閣に国政を担う資格は断じてありません。

　さらに、総理は、「憲法を改正していく」、きたるべき国政選挙で「自民党改憲案」を「お示ししていきたい」と公言しています。「自民党改憲案」は、憲法９条２項を削除し、「国防軍」の創設を明記し、海外での武力行使を無条件で可能にするものとなっています。「緊急事態条項」という事実上の「戒厳令」に道を開く“毒薬”が盛り込まれています。「公益及び公の秩序」の名で基本的人権を制約するものとなっています。「憲法を憲法でなくしてしまう」――「憲法によって権力を縛る」のではなくて、「憲法によって国民を縛る」ものへと大変質させる安倍政権による憲法改定の野望を、絶対に認めるわけにはいきません。

第二の大罪――「アベノミクス」が破綻、日本経済と国民生活を危機に

　第二は、３年半にわたる「アベノミクス」が破綻し、日本経済と国民生活を深刻な危機に陥れていることであります。

　総理は、「世界で一番、企業が活躍しやすい国をめざす」と宣言し、まず大企業を応援し、大企業がもうけをあげれば、いずれは家計に回ってくると言い続けてきました。しかし、現実は、それが妄想だったことを証明しました。大企業は史上最高の利益をあげましたが、労働者の実質賃金は５年連続マイナス、５％も目減りしました。

　消費税大増税路線が、大きな破綻に陥っています。消費税８％への増税にさいして、わが党は「景気悪化の悪循環の引き金を引く」と強く警告し、中止を求めましたが、総理は「影響は一時的」と言い張って、増税を強行しました。その結果はどうですか。日本経済の６割を占める個人消費は、増税実施から２年以上たっても冷え込み続けているではありませんか。２０１４年度、１５年度と、個人消費は２年連続マイナスとなりましたが、これは戦後初めての異常事態にほかなりません。

　追い詰められた総理は、来年４月からの消費税１０％への引き上げについて、２年半先送りする方針を示しました。これは、「アベノミクス」の破綻、消費税大増税路線の破綻を示すものにほかなりません。にもかかわらず総理は、自らの失政の責任を認めず、先送りの理由を「世界経済」に転嫁し、破綻した路線にしがみついています。

　総理は、世界の経済は「リーマン・ショックの前の状況に似ている」などと述べていますが、そんなことを言っているのは世界の中でも安倍総理だけです。現に、伊勢志摩サミットでも、総理のそうした主張は受け入れられず、首脳宣言には「世界経済の回復は続いている」と明記されたではありませんか。

　「リーマン・ショック」のような危機というなら、世界経済でなく、日本経済の現状にこそあてはまります。現在の個人消費の落ち込みは、「リーマン・ショック」の時以上に深く、長く、深刻です。「アベノミクス」の失政、消費税大増税の失政、総理の失政が、こういう事態をつくりだしたのです。そのことへの反省もなく、自らの経済失政の責任を「世界経済」に転嫁し、破綻した路線にしがみつく。これはあまりに無責任であり、厚顔無恥ではありませんか。もはや総理に、日本経済のかじ取りをする資格はありません。

　消費税頼みの道は破綻が明瞭となりました。消費税１０％への増税は、先送りでなく、きっぱり断念すべきです。富裕層と大企業への優遇税制をただし、応分の負担を求める、「消費税に頼らない別の道」への転換が必要です。経済政策のかじを、財界・大企業応援から、国民の暮らし最優先へと、大きく切り替えることを強く求めるものであります。

第三の大罪――「国会決議」すら無視したＴＰＰ協定の強行をはかる

　第三は、自ら賛成した「国会決議」すら無視したＴＰＰ協定を、力ずくで押し通そうとしていることであります。

　わずかな国会審議でも、ＴＰＰ協定が、２０１３年の「国会決議」に二重に違反していることが明らかになりました。一つは、「国会決議」が「国民に十分な情報提供」を求めているにもかかわらず、異常な秘密主義で批准を強行しようとしていることです。

　いま一つは、「国会決議」では、農産物の重要５項目――コメ、麦、豚・牛肉、乳製品、砂糖は、関税撤廃を認めない――「除外」「再交渉」としているにもかかわらず、それをじゅうりんしていることです。重要５項目のうち３割の品目で関税が撤廃され、残る７割でも関税率を引き下げるなど「無傷な品目は一つもない」ことが明らかになりました。しかも発効７年後には、日本だけが、残った関税も撤廃に向けた協議が約束させられました。こんな協定に調印して「聖域を守った」などというのは、国民への大ウソではありませんか。

　農林水産業、食の安全、医療、雇用、保険・共済、政府調達など、あらゆる分野で日本の経済主権を米国を中心とする多国籍企業に売り渡す、亡国のＴＰＰ協定は撤回すべきです。国民に大ウソをついた安倍政権は退陣すべきです。

第四の大罪――原発事故が収束しないもとで、原発再稼働と原発輸出への暴走

　第四は、福島原発事故が収束せず、今なお福島県全体で９万人をこえる方々が避難生活を強いられているにもかかわらず、原発再稼働と原発輸出への暴走を行っていることです。

　この暴走は国民多数の声を踏みつけにしたものです。どんな世論調査でも、再稼働反対は５割から６割と揺るがない多数派です。この世論の圧力を受けて、２０１３年から１５年までの約２年間にわたって「稼働原発ゼロ」となりました。日本社会は原発ゼロでも立派にやっていけることが、国民的体験を通じて明らかになったではありませんか。

　この暴走に未来はありません。とりわけ「核のゴミ」＝使用済み核燃料の問題は、文字通り八方ふさがりとなっています。原発を再稼働させた場合には、計算上わずか６年ですべての原発の貯蔵プールが満杯になります。再処理した場合には利用目的のないプルトニウムがとめどもなく蓄積されることになります。

　「原発ゼロの日本」の決断こそ必要です。国民の命と安全よりも、原発でもうける巨大企業の利益を優先させる安倍政権に、国政を担う資格はありません。

第五の大罪――沖縄県民の意思を無視した新基地建設の押しつけ

　第五は、沖縄県民の意思を無視して新基地建設を押しつけてきたことです。

　米元海兵隊員によって引き起こされた卑劣な蛮行に強い憤りをもって抗議します。これは基地があるがゆえの犯罪です。沖縄に基地を押しつけ続けた日米両政府の責任は極めて重大です。日米両政府は、事件が起こるたびに「再発防止」「綱紀粛正」と言ってきましたが、守られたためしがないではありませんか。それならば基地撤去しかないではありませんか。少なくとも、米軍に不当な特権を与え、犯罪の温床となっている日米地位協定を見直すことは、最小限の緊急課題ではありませんか。

　ところが安倍政権の対応はどうか。５月２５日の日米首脳会談で、総理は、基地撤去はおろか、日米地位協定の見直しすら提起しませんでした。それどころか、その場で名護市辺野古の新基地建設を「唯一の選択肢」とのべ、その推進を誓約したのです。このどこに「沖縄に寄り添う」心がありますか。米国にものを言えず、沖縄の怒りも痛みもわからない安倍政権には、主権国家の代表者たる資格はありません。

野党と市民の共闘を必ず成功させ、新しい政治をひらくために全力をつくす

　安倍政権の暴走に反対して、戦後かつてない新しい市民運動が豊かに発展し、この運動に背中を押されて野党共闘が大きく前進しています。

　野党と市民の共闘を必ず成功させて、選挙に勝ち、自公を打ち倒し、憲法の平和主義、立憲主義、民主主義を貫く新しい政治を築くために全力をつくす決意を表明し、安倍政権の速やかな退陣を強く求めて、私の賛成討論を終わります。

軽減税率維持、赤字国債を回避＝増税延期、自公了承－内閣不信任案は否決
　安倍晋三首相は１日、通常国会閉幕を受け、首相官邸で記者会見し、２０１７年４月に予定していた消費税増税を１９年１０月まで２年半延期する方針を正式に表明する。増税時に軽減税率を導入する制度は維持する。増収分を充てる予定だった社会保障費については、赤字国債を発行せず、外国為替資金特別会計（外為特会）の資金や税収の上振れ分を財源として活用する方針を打ち出す。
　首相が消費税増税を延期するのは１５年１０月以来２度目。先送り期間は４年間となる。首相は１４年の衆院解散に際し、「次は確実に実施する。必ず（増税できる）経済状況をつくり出す」と明言していた。こうした過去の発言と今回の方針変更の整合性が問われており、首相は１日午後６時から開く記者会見で再延期に理解を求める。
　具体的には、アベノミクスは成果を挙げているものの、新興国経済の減速で世界経済は「新たな危機」に直面していると強調。国内需要を喚起して景気を下支えするには再延期はやむを得ないと説明するとみられる。その上で、夏の参院選で信を問う考えを示す見通しだ。
　来年４月の増税を織り込んで設定している財政健全化目標については、２０年度にプライマリーバランス（基礎的財政収支）を黒字化する政府の財政健全化目標を堅持することを明確にする。２０年夏に東京五輪・パラリンピックが開催され、増税しても１９年後半からオリンピック特需が期待できるとみているためだ。
　自民、公明両党は３１日、政調全体会議をそれぞれ開き、増税先送り方針を了承した。公明党の山口那津男代表は席上、３０日の自公党首会談で首相から、（1）軽減税率制度は維持（2）赤字国債を発行せず、財源確保に努力－すると伝えられたことを明らかにした。
　一方、民進、共産、社民、生活４党は３１日、安倍内閣不信任決議案を衆院に共同提出した。民進党の岡田克也代表は本会議での趣旨弁明で、アベノミクスは失敗したと指摘。「正直に認めて国民に謝罪し即刻退陣すべきだ」と迫ったが、自民、公明両党とおおさか維新の会などの反対多数で否決された。（時事通信2016/05/31-23:38）
衆院が安倍内閣不信任案を否決　民進・岡田氏、退陣迫る

共同通信2016/5/31 18:50
　衆院は31日の本会議で、民進、共産、社民、生活の野党4党が共同提出した安倍内閣不信任決議案を採決し、自民、公明両党とおおさか維新の会などの反対多数で否決した。これに先立ち民進党の岡田克也代表は不信任案の趣旨弁明で「アベノミクスの失敗を正直に認めて、公約違反を国民に謝罪し、即刻退陣すべきだ」と批判した。

　同時に「重大な経済失政により消費税を引き上げられる状況をつくり出せなかった」と強調。与党が成立を強行した安全保障関連法に関し「憲法違反であることは明らかだ。憲法の平和主義を捨て去り、限定のない集団的自衛権の行使に道を開く」と反対姿勢を鮮明にした。
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　民進、共産、社民、生活の野党4党が提出した内閣不信任決議案が衆院本会議で否決され、起立、一礼する安倍首相（右端）と閣僚＝31日午後
安倍内閣への不信任決議案 自公など反対多数で否決
NHK5月31日 18時49分
民進党など野党４党が提出した、安倍内閣に対する不信任決議案は３１日午後開かれた衆議院本会議で採決が行われ、自民・公明両党と、おおさか維新の会などの反対多数で否決されました。
民進党、共産党、社民党、生活の党の野党４党は消費税率の引き上げの再延期は、アベノミクスの失敗を明確に示すものだなどとして、安倍内閣に対する不信任決議案を衆議院に提出し、午後３時半から開かれた衆議院本会議で直ちに審議が行われました。
　この中では、まず、民進党の岡田代表が提出者を代表して趣旨説明を行い、「安倍総理大臣は、おととしの衆議院選挙の際に消費税率引き上げを再び延期することはないと約束したが、引き上げられる状況を作り出せなかった。経済失政を正直に認めて、公約違反を国民に謝罪し、即刻退陣すべきだ」と述べました。
　これを受けて、各党の討論が行われ、民進党は「政権発足以来、『アベノミクス』と呪文のように唱え続けているが、ほとんどの国民が景気回復を実感せず、格差や貧困が広がっている。国民を欺く予算編成、税金のむだづかいをしていることも、大きな不信任の理由だ」と述べました。
　また、共産党も「安倍総理大臣は、みずからの経済失政の責任を『世界経済』に転嫁し、破綻した路線にしがみついている。あまりに無責任、厚顔無恥であり、もはや日本経済のかじ取りをする資格はない」と述べました。
　これに対し、自民党は「『アベノミクス』で雇用や所得環境は改善を続け、日本経済は着実に回復に向かっている。実績は多くの国民から高い評価を得ており、国民の意思に反した決議案の提出は、まさに党利党略、パフォーマンス政治そのものだ」と反論しました。
　また、公明党は「自公連立政権は安定した政治基盤の下、デフレ脱却や雇用環境の改善などの諸課題に全力で取り組み、多くの成果を生み出してきてた。不信任決議案には理由がないことは明らかだ」と述べました。
　一方、おおさか維新の会も、「甚大な地震被害を受けた熊本・大分の復興対策や、補正予算案を含めた経済政策を実現する視点からも、今回の決議案は国民が納得しない」と述べました。
　このあと、採決が行われ、記名投票の結果、安倍内閣に対する不信任決議案は自民・公明両党と、おおさか維新の会などの反対多数で否決されました。
　国会は会期末の１日、衆・参両院で本会議が開かれ、閉会手続きが行われることになっていて、各党は夏の参議院選挙に向けて事実上の選挙戦に入ります。
自民・谷垣氏「この結論は当然」
自民党の谷垣幹事長は記者団に対し、「整斉と否決したが、内閣支持率が高いなかで、この結論は当然だ。野党は経済の失政と言うが、前の政権との実績の違いを見れば、その主張の当否は当然分かる。われわれとしては、おごることなく、謙虚に前に進まなければならない」と述べました。
公明・井上氏「不信任に当たらない」
公明党の井上幹事長は記者団に対し、「不信任決議案提出の理由を一つ一つ聞いたが、全く不信任に当たらず、粛々と否決した。安倍内閣がスタートしてから、最も重要な課題である経済再生で着実に成果は上げつつあるが、道半ばであり、地方や中小企業、それに家計への好循環を作っていかなければならない」と述べました。
民進・岡田氏「誰が見ても信任できない」
民進党の岡田代表は国会内で記者団に対し、「消費税率の引き上げの再延期は、安倍総理大臣の１年半前の公約違反だということは否めず、誰が見ても信任できないと思うが、結果が出たので受け入れざるをえない。安倍政権が強権的で、不正直だというのは、説明を加える必要もないくらい明らかなことなので、参議院選挙の中でしっかり訴えていく」と述べました。
共産・志位氏「野党共闘は意義があった」
共産党の志位委員長は国会内で記者会見し、「野党４党が安全保障法制や、安倍政権の経済失政、それに強権政治の問題で一致して政治姿勢を追及し、不信任決議案を結束して提起し、突きつけたことは意義があったと考えている。今後の選挙や国会での共闘にも、大事な意義がある行動だった」と述べました。
しんぶん赤旗2016年6月1日(水)

“今後の選挙、国会での共闘にも大きな意義”　不信任案共同提出で志位氏

　日本共産党の志位和夫委員長は３１日、衆院本会議での安倍内閣不信任案の採決直後の記者会見で、記者団からその意義を問われたのに対し、「否決はされましたが、この不信任決議案を４野党が結束して提起し、太いところで安倍政権に対して不信任を突きつけたことには意義があったと考えています。安保法制の問題、経済失政の問題、強権政治の問題、こういう点では一致して、安倍政権の政治姿勢を追及したわけですから、これは今後の選挙での共闘あるいは国会での共闘にとっても大事な意義ある行動だったと考えています」と述べました。

「同日選は理解得られず」＝首相
　安倍晋三首相は３１日夜、出身派閥である自民党細田派の会合に出席し、参院選に合わせた衆院解散・総選挙について「熊本で震災もあったし、前回の衆院選から１年半しかたっていない。国民の理解が得られるのかということで、今回は先送りする」と説明した。消費税増税の再延期に関しては「国民の審判を仰ぐという点では参院選がある」と語った。出席者が明らかにした。　
　首相は民進党の岡田克也代表が同日の衆院本会議で内閣不信任決議案の提出理由を読み上げたことにも触れ、「謙虚に聞く気持ちで本会議場にいた」とした上で、内容について「もう共産党と一体になったな」と感想を述べたという。（時事通信2016/05/31-22:58）
首相 　同日選見送り　増税再延期「参院選で問う」
毎日新聞2016年5月31日　07時00分（最終更新　5月31日　07時00分）
　安倍晋三首相は３０日、参院選と同時に衆院選を実施する同日選を見送り、参院選単独とする意向を固めた。麻生太郎副総理兼財務相と東京都内のホテルで会談し、来年４月に予定していた消費税の１０％への増税を２年半再延期する方針と同日選見送りに理解を求め、これらに反対していた麻生氏が受け入れる意向を伝えた。民進、共産、社民、生活の野党４党は３１日に内閣不信任決議案を提出するが、与党側は否決する構えだ。 
　麻生氏は２９日の講演で、首相が２０１４年１１月に最初の増税延期を決めた際に「信を問う」として衆院を解散した経緯に言及し、増税再延期の場合は「もう一回選挙をして信を問わねば筋が通らない」と主張していた。これに対し、首相は「参院選単独でも理解は得られる」との判断に傾き、麻生氏も容認姿勢に転じた。これにより、自民党内の異論は沈静化するものとみられる。 
　首相は麻生氏との会食に先立ち、公明党の山口那津男代表や自民党の高村正彦副総裁、二階俊博総務会長、稲田朋美政調会長と個別に会談し、再延期の方針を伝えると同時に、衆参同日選についても意見を聞いた。 
　公明党は増税延期に難色を示していたが、首相は山口氏に対し、主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）を踏まえ、新興国の経済低迷などで直面するリスクに各国が対応する必要性を強調。消費増税が個人消費を低迷させる恐れがあるとして再延期に理解を求めた。山口氏は「一存で結論は出せない。党に持ち帰り相談したい」と応じた。ただ、山口氏は会談後、記者団に「首相は強い意向を持っていると感じた」と語っており、最終的に公明党は再延期を受け入れる見通しだ。 
　自民党幹部との会談で、高村氏は予定通りの消費増税が望ましいと主張したが、首相が「衆院解散を求めますか」と質問すると、「解散までは求めない」と答えた。二階氏は会談後、記者団に「同日選はしない方がいいと言ってある。首相の考えもそのようだと受け止めている」と語った。その後の二階派の会合で二階氏は、自派議員らに会談内容を披露。首相から「解散する気はないが、二階さんはどう思いますか」と問われ、「全面的に支持します」と応じたと明かした。一方、稲田氏は首相に「増税延期なら前回の選挙との整合性で国民の信を問うべきだ」と進言した。 
　首相は３０日の自民党役員会でも再延期の方針を伝えており、同党は３１日の政調全体会合で党内手続きを終える見通しだ。また、役員会では６月１日が会期末の今国会を予定通りに閉会する方針を決定。首相は１日に記者会見し、再延期の理由を国民に説明する。 
　一方、野党４党は３０日に党首会談を開き、内閣不信任案の提出方針を確認。民進党の岡田克也代表は会談後、記者団に「我々が求めているのは内閣総辞職だ」と強調した。社民党は衆院解散への警戒から不信任決議案の提出に慎重だったが、吉田忠智党首は記者団に「４党がしっかり足並みをそろえることが大事と判断した」と語った。内閣不信任決議案の提出理由として、昨年９月の安全保障関連法成立などが「立憲主義と平和主義への重大な挑戦」であることや、アベノミクスが「失敗」し、「格差と貧困を拡大した」ことなどを挙げている。【古本陽荘、朝日弘行】 
首相「増税延期、参院選で審判」　熊本配慮で同日選見送り 　自民・細田派会合で 
日経新聞2016/5/31 23:34
　安倍晋三首相は31日夜、都内で開いた自民党細田派の会合で、消費増税の２年半の延期について「国民の審判を仰ぐという点では参院選がある」と述べ、衆院解散により国民の信を問う必要はないとの認識を示した。７月の参院選にあわせて衆院選を実施する衆参同日選については、熊本での地震などを理由に見送ると説明した。
　会合後、塩谷立政調会長代行が記者団に明らかにした。細田派は首相の出身派閥。
　首相は衆院選に関して「熊本の震災もあったし、色々な状況で、それこそ前回（の衆院選）からまだ１年半しかたっていない」と指摘。「選挙をやることが国民にとって理解できるかということも含め、今回は先送りする」と表明した。
　主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）での世界経済を巡る議論については「将来予想される危機を回避するためにどうするかは主要７カ国（Ｇ７）が共通して理解を得た。Ｇ７がこれから経済対策をしっかりやっていく」と強調。そのうえで「Ｇ７が危機を起こすべきではない。その一環として、消費増税は先送りする」と語った。
　内閣不信任案を31日に提出した民進党の岡田克也代表の主張については「共産党と一体になった」と批判。７月の参院選については「全員当選に向けて頑張ろう」と訴えた。
安倍首相 　１日会見で消費増税再延期と解散の整合性説明へ
毎日新聞2016年5月31日　22時11分（最終更新　5月31日　23時07分）




衆院本会議で安倍内閣不信任決議案の記名投票をする議員ら＝国会内で２０１６年５月３１日、藤井太郎撮影
内閣不信任決議案を反対多数で否決 
　安倍晋三首相は６月１日、通常国会の閉会に合わせて記者会見し、来年４月に予定していた消費税率の１０％への増税を２年半再延期する方針を正式表明する。また、参院選と同時に衆院選を行う衆参同日選は見送り、再延期について参院選単独で信を問う考えだ。衆院は３１日の本会議で、民進党など野党４党が提出した安倍内閣に対する内閣不信任決議案を自民、公明両党とおおさか維新の会などの反対多数で否決した。 
　首相は３０日、東京都内のホテルで麻生太郎副総理兼財務相と会談し、増税再延期と同日選の見送りに理解を求め、麻生氏が受け入れた。首相は２０１４年１１月、１５年１０月予定の増税延期に対する審判を仰ぐとして衆院解散・総選挙に踏み切ったが、１日の会見では、今回の再延期の理由や解散との整合性について説明するとみられる。 
　自民、公明両党は３１日、増税の再延期についてそれぞれ政調全体会議を開いて了承した。自民党の谷垣禎一幹事長は３０日の首相との会談で、再延期の理由を国民に明確に説明するよう求めたと述べ、「首相の説明を聞いたうえで、心を一つにして参院選に臨もう」と結束を呼びかけた。 
　公明党の山口那津男代表も記者団に「首相の提案を尊重したうえで、与党として結束して政権を支える」と語った。首相に対し、増税を実施するまで社会保障の充実に優先的に財源を確保するよう求め、首相が「赤字国債を発行しないで財源を確保するよう努力したい」と応じたことを明らかにした。 
　３１日の衆院本会議では、民進党の岡田克也代表が不信任案の提案理由説明で、増税再延期を「重大な経済失政により、増税できる状況を作り出せなかった」と批判。「アベノミクスの失敗を正直に認め、公約違反を国民に謝罪すべきだ」と内閣総辞職を迫った。 
　これに対し、自民党の松本純筆頭副幹事長は反対討論で「アベノミクスにより雇用や所得環境は改善を続け、日本経済は着実に回復している」と反論した。７月投開票の参院選でも、安倍内閣の経済運営が最大の争点となる。【野口武則、高橋恵子】 
首相 衆議院の解散・総選挙行わない考え示す
NHK5月31日 22時09分
安倍総理大臣は、３１日夜、自民党細田派の会合で、夏の参議院選挙に合わせた「衆参同日選挙」について、「熊本地震に加え、前回の衆議院選挙から１年半しかたっておらず、国民の理解が得られない」と述べ、衆議院の解散・総選挙は行わない考えを示しました。
この中で、安倍総理大臣は、来年４月の消費税率の引き上げを２０１９年・平成３１年１０月まで２年半、再延期することについて、「Ｇ７伊勢志摩サミットで、将来予想される危機を回避する必要があるという認識で一致し、日本としても、危機を起こさないために再延期を決めた」と説明し、理解を求めました。そのうえで、安倍総理大臣は、夏の参議院選挙に合わせた「衆参同日選挙」について、「熊本地震で大きな被害が出ていることに加え、前回の衆議院選挙から１年半しかたっておらず、国民の理解が得られない」と述べ、衆議院の解散・総選挙は行わない考えを示しました。
　また、安倍総理大臣は、民進党など野党４党が内閣不信任決議案を提出したことについて、「私の不徳の致すところで、岡田代表の趣旨説明を謙虚に聞いたが、民進党は共産党と一体となったと感じた。日本のために本当によいことなのか」と述べ、民進党と共産党の連携を批判しました。
首相 会見で消費税率引き上げ再延期表明へ
NHK6月1日 5時00分
安倍総理大臣は、国会の会期末の１日、記者会見し、来年４月の消費税率の引き上げを再延期する方針を表明することにしています。この中で、安倍総理大臣は、世界経済の持続的な成長やデフレからの脱却を実現するには再延期が不可欠だと強調したうえで、夏の参議院選挙で国民の判断を仰ぎたいという考えを示すことにしています。
来年４月の消費税率の引き上げを巡って、安倍総理大臣が、２０１９年・平成３１年１０月まで２年半、再延期する方針を示したことを受けて、自民・公明両党は３１日、それぞれ政調全体会議を開いて対応を協議し、安倍総理大臣の方針を容認することになりました。
　これに対し、民進党、共産党、社民党、生活の党の野党４党は、消費増税の再延期はアベノミクスの失敗を明確に示すものだとして、３１日、安倍内閣に対する不信任決議案を衆議院に提出しましたが、自民・公明両党などの反対多数で否決されました。
　これを受けて、安倍総理大臣は、国会の会期末にあたって、１日夕方、記者会見し、再延期の方針を表明することにしています。この中で、安倍総理大臣は、Ｇ７伊勢志摩サミットで世界経済の先行きに強い危機感を共有したことを踏まえ、日本としてもあらゆる政策を総動員して世界経済の成長に貢献していく必要があるという考えを示し、理解を求めることにしています。そして、安倍総理大臣は、個人消費の伸びに力強さが見られないなかでデフレからの脱却を確実なものとするためには再延期が不可欠だと強調したうえで、夏の参議院選挙で国民の判断を仰ぎたいという考えを示すことにしています。
　消費税率の引き上げ再延期を巡っては、社会保障の充実や財政健全化への影響が懸念されていることから、１日の会見で、安倍総理大臣がこうした課題の克服に向けて明確な道筋を示すことができるかどうかも焦点です。
首相、同日選見送りを明言　増税延期「参院選で審判」 　自民・細田派会合で 
日経新聞2016/5/31 21:16
　安倍晋三首相は31日夜、都内で開いた自民党細田派の会合で、７月の参院選にあわせて衆院選を実施する衆参同日選を見送ると明言した。衆院選について「熊本の震災もあったし、それこそ前回（の衆院選）からまだ１年半しかたっていない。選挙をやることが国民にとって理解できるかも含め、今回は先送りする」と述べた。
　消費増税の２年半延期を巡っては「国民の審判を仰ぐという点では参院選がある」と述べ、衆院選で国民の信を問う必要はないとの認識を示した。
　会合後、塩谷立政調会長代行が記者団に明らかにした。
特集ワイド 　安倍首相、すぐキレるワケ　「ストレスためない」退陣の教訓か　トランプ氏の手法と共通点
毎日新聞2016年3月8日　東京夕刊
ああいう話をしているから民主党政権は一銭も財政再建できなかったんですよ、みなさん！　我々は１０兆円ですね、１０兆円！ 
民主党が立党されてから随分たつんですが、議論して何か成果出ました？何も出ていないんですよ！（憲法の改正草案を）出していないのであれば弱々しい言い訳にすぎないんですよ 
そんな議論は枝葉末節な議論であって……こうしたことばかりやっているようでは、民主党も支持率は上がらないのではないかと心配になってくるわけであります 
　国会で野党の質問に答える安倍晋三首相を見ていると、ため息が出てしまう。ヒートアップというか、かなりキレ気味なのだ。一国のリーダーが、あまりに攻撃的な態度を取るのはいかがなものか。【江畑佳明】 
　まず、安倍首相の答弁を再現してみよう。 
　玉木雄一郎議員（民主党）　総理の答弁で財政状況について無知だということがよく分かりましたよ。（中略）安定的な財源のめども立てずに歳出だけ先に約束するようなことをやめないと、日本の財政はよくならない！ 
　安倍首相　ああいう話をしているから民主党政権は一銭も財政再建できなかったんですよ、みなさん！　我々は１０兆円ですね、１０兆円！　１０兆円！　国債の新規発行額を減額したのであってですね、それはしっかりと言わせていただきたいと思います！ 
　このやり取りは２月３日の衆院予算委員会。なぜこれほど「戦闘モード全開」なのだろう。 
　「前回政権での反省があるからでしょう」と分析するのは、政治評論家の有馬晴海さん。「第１次政権では『消えた年金問題』や閣僚の不祥事が相次ぎ、民主党など野党から厳しく追及されました。それでストレスがたまって持病が悪化し、退陣を余儀なくされた。だからそうなる前に、批判されたらすぐに言い返そうとしているのでしょう」と語る。ストレスをためないことは大切。だとしても荒れた答弁は納得できない。 
　有馬さんも同意する。「カッとなるのは人間だから仕方ないにせよ、感情のまま言い返したのでは議論になりません。野党は国民に代わって質問しているので、まともに答えないのは国民の疑問に答えていないのと同じ」と嘆く。さらにこう皮肉る。「安倍首相は昨年の安全保障関連法案の審議で『抑止力が大事』と繰り返し述べていましたが、自分自身には抑止力が働かないようですね」 
　再び答弁を振り返ろう。２月４日の衆院予算委で、民主党の大串博志議員が憲法改正に関する首相発言を取り上げ、「首相は国民に改憲の議論を広げていく立場にあるのか」と詰め寄った。この場面の国会中継を見直すと首相の声は一段と大きくなっている。 
　「民主党が立党されてから随分たつんですが、議論して何か成果出ました？　何も出ていないんですよ！」「（憲法の改正草案を）出していないのであれば弱々しい言い訳にすぎないんですよ。（中略）政治家だったらですね、そういうことを言うんだったら出してみてくださいよ！　御党がまとまるのであればね」 
　質問に正面から答えず、議論が成立していない。 
　「２５万円」答弁を巡る言動にも注目したい。安倍首相が１月８日の衆院予算委で、アベノミクスの成果を強調するために「妻が景気がよくなっていくからと働き始めたら（月に）２５万円」などと述べたのが発端だ。するとインターネットを中心に「こんな好条件なパートはない」との批判の声が上がった。民主党の山尾志桜里議員が１月１３日の衆院予算委で追及。安倍首相はこう反論した。 
　「まさに本質を見ない枝葉末節の議論でして、本質は何かということを見なければ経済はよくなりませんよ！　（中略）そんな議論は枝葉末節な議論であって、こんな大切なテレビ入りの委員会でこうしたことばかりやっているようでは民主党も支持率は上がらないのではないかと心配になってくるわけであります」 
　このような「キレ答弁」について、三重大人文学部の岩本美砂子教授（政治学、女性学）は「第１次安倍内閣ではもっと謙虚な口調だったのに」と残念がり、「『自分は強いんだ』とアピールするような攻撃的な口調は、国会中継を見ている女性に威圧感を与えます。私も少し怖いと思いました」と語る。 
　実際、第２次安倍内閣以降では女性の支持率が男性よりも低い傾向にある。毎日新聞の今月の全国世論調査では男性の支持率４７％に対し、女性は３７％。岩本さんは理由の一つに「首相の答弁態度があるのでは」と指摘する。安倍政権は「女性活躍」を目玉政策と掲げているのだが……。 
　岩本さんはこうも語った。「今夏の参院選は１８歳から投票が可能になり、高校の先生たちは『主権者とは何か』を生徒に考えてもらう教育に取り組んでいます。でも、安倍首相の態度は教材としては不適切。反対論にも耳を傾け、議論を重ねながら法律を作り上げるというお手本にならないのですから」。痛烈な「駄目出し」である。 
　内閣支持率は、今月の毎日新聞の世論調査では４２％。１月末の前回調査（５１％）からダウンしたが、おおむね堅調だ。その理由は答弁態度にもあるのだろうか。 
　有権者心理に詳しい明治学院大法学部の川上和久教授（政治心理学）の分析は「感情をあらわにして有権者の心をつかむ手法が奏功している」。しかも安倍首相の手法は、米大統領選の候補者指名争いを戦い、過激発言で知られるドナルド・トランプ氏と共通点があるという。 
　「政治家が（国外などに）敵を作って感情的に攻撃すると、日常的に不安や不満を抱えている有権者は『自分と一緒に怒ってくれた』と共感を覚え、支持につながる。特に支持政党が固まっていない人たちには、その効果はより大きい」。さらに日本では民主党の失敗の記憶が影響している。「安倍首相が民主党を攻撃すると『確かに駄目な政権だった』と同調しがち」。高等戦術の「民主党たたき」が成功したのか、同党の支持率は７％と低迷している。 
　しかし、である。常に冷静に答弁するのが首相のあるべき姿ではないだろうか。 
　４０年以上官邸取材を続けている政治ジャーナリスト、泉宏さんは「既に首相としての品格の問題になっている」と指摘。安倍首相の対極にある首相として、大平正芳と竹下登両氏を挙げた。 
　大平氏は一般消費税導入を提唱して激しい批判を浴びた。「アー、ウー」という口癖が有名だった。泉さんは「負けず嫌いで相当カッカする人。だけど『アー、ウーと前置きする間に心を静めて考えてるんだ』と話していました。それから『国会で追及するのが野党の仕事』ともね」。 
　竹下氏は消費税導入やリクルート疑惑で激しく責められた。「『じっと我慢の竹下』と言われたように、野党の追及にも表情を変えず答えていました。でも質問者を上目遣いににらんでからでしたね」と泉さん。お手本になるような先輩はいるのだ。 
　安倍首相は時折、座禅を組んでいるという。座禅の目的の一つは精神修養のはず。その成果を生かして、実りある議論をしてほしいのだが。 
増税延期、蚊帳の外＝首相方針異論なく－自民税調
　自民党税制調査会は３１日、非公式幹部会を開き、安倍晋三首相の消費税率引き上げ延期方針を受け入れることで一致した。かつて税制に関して「聖域」とされた自民税調には財政再建を重視するベテラン議員が多いが、首相側から宮沢洋一会長に相談や連絡はなく、蚊帳の外だった。幹部会では異論は出ず、「いまさら発言することはない」（出席者）など投げやりな雰囲気が漂った。
　首相はこれまで、リーマン・ショックのような重大な事態でない限り消費税を引き上げると主張してきたが、別の出席者は「今の世界経済がリーマン前のような状態とは誰も思っていない」と指摘。「（国民への）説明をどうするか考えてもらわないといけない」と突き放していた。（時事通信2016/05/31-20:02）
首相方針、スピード了承＝自民に不満くすぶる－与党
　消費税増税を再延期する安倍晋三首相の方針をめぐり、自民、公明両党が党内手続きに費やしたのはわずか１日。首相の決意が固く大勢は決しており、翌日に首相会見を控えていることから短時間で了承に至った。ただ、先の衆院選公約を覆す大転換にもかかわらず十分な議論はなく、自民党内では不満がくすぶっている。
　自民党が３１日に開いた政調全体会議。「政策決定の在り方に違和感を覚えた人は多い」などと異論が相次いだ。谷垣禎一幹事長は苦渋の表情で「（批判は）甘んじて受けたい」と述べた上で、「心を一つにして選挙に臨もう」と締めくくり、増税再延期は約１時間で了承された。
　会議後、小泉進次郎農林部会長は記者団に「増税を延期する、だけど社会保障の充実は予定通りやる。そんなおいしい話だけでは駄目だ。どこに財源があるのか、民進党と違って責任ある財政を示さないといけない」と指摘した。出席者の一人は「本当に民主主義国家なのか」といら立ちをあらわにした。
　党税制調査会は公式会合を開かず、首相方針を黙認した。これに関し、村上誠一郎元行政改革担当相が総務会で「党内民主主義はどうなるのか。首相が言ったら全て従うのか」とまくし立てた。ただ、参院選に臨む同党にとっては結束維持が優先で、首相方針に真っ向から盾突く動きはない。
　一方の公明党は、予定通りの増税を求めていた従来の立場から転換を余儀なくされた。山口那津男代表は党会合で、首相から１０％時の軽減税率導入は維持すると伝えられたと説明し、党内の理解を求めた。出席議員から「社会保障財源の確保は極めて重要。最大限努力してほしい」という注文があったものの、反対意見は出なかった。
　各党が増税反対や先送りを主張する中、公明党が孤立しかねない環境となっており、同党中堅は「延期されて良かった」と本音を漏らした。（時事通信2016/05/31-18:49）
産経新聞2016.5.31 23:50更新 
【消費税増税再延期】与党了承もくすぶる不満、党会合で批判噴出
　自民、公明両党は３１日、来年４月の消費税率１０％への引き上げを２年半再延期するための党内手続きを終えた。再延期の方針を決めた安倍晋三首相に賛意を示す声もあったが、財政健全化への道筋や“トップダウン”による決定に異論が噴出。それでも両党執行部は夏の参院選を控え、最後は「一致結束」を演出して議論を収束させた。
　「首相が言ったら全て従うのか。今後の見通しを示さないまま増税を見送り、だれが財政規律を体を張って守るのか」。村上誠一郎元行革担当相は自民党総務会で、首相の再延期方針に真っ向から異を唱えた。
　党税制調査会の野田毅最高顧問も「来年の社会保障の財源がない。赤字国債という野党の考えと同じ道を選べば、無責任のそしりをまぬかれない」と批判。丹羽雄哉元厚相は「再延期となると、中福祉中負担から低福祉高負担になりかねない」と懸念を示した。
　その後の政調全体会議でも、不満がくすぶった。
　小泉進次郎農林部会長は「増税は延期するが（社会保障の）充実策はやりますというなら、こんなおいしい話はないが、若い人たちはだまされない」と指摘。今回が２度目の延期となることについても「２度あることは３度ないという説明をどうやったらできるのか」と皮肉った。
　石田真敏税調幹事は首相が政権幹部に再延期の意向を示してから数日で方針が決まったことに「違和感を覚えた」と執行部の対応を批判。最後は谷垣禎一幹事長が「首相の説明を心して聞き、その上で心を一つにして参院選に臨んでいこう」と議論を引き取った。
　公明党の政調全体会議でも社会保障の財源に関し、「極めて重要で最大限、確保に努力すべきだ」と増税再延期に対する懸念が続出。予定通り来年４月に引き上げるとしてきた首相の発言の整合性もやり玉に挙がり、「首相に丁寧な説明を求めたい」と注文が付けられた。
　ただ、最後は首相の方針について「基本的に尊重し、与党として結束して政権を支える」ことを確認し、対応を山口那津男代表と井上義久幹事長に一任することを了承した。
消費増税再延期 　自民と公明が「なし崩し」了承
毎日新聞2016年5月31日　21時11分（最終更新　6月1日　01時22分）
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衆院本会議で内閣不信任決議案の記名投票を待つ間に麻生太郎副総理兼財務・金融相（左）と言葉を交わす安倍晋三首相＝国会内で２０１６年５月３１日、藤井太郎撮影
官邸主導　「党内民主主義に反する」不満くすぶる 
　自民、公明両党は３１日、安倍晋三首相が固めた来年４月の消費増税を再延期する方針への了承を取り付けたが、「なし崩し」とも言える慌ただしい手続きに不満がくすぶっている。自民党で税制の決定権を握ってきた税制調査会（宮沢洋一会長）は、昨年１２月の軽減税率導入の決定に続き、首相官邸によるトップダウンの追認を余儀なくされた。【大久保渉、高橋克哉】 
　「増税延期の理由をきちんと説明できるようにしてほしい」。自民の政調全体会議では戸惑いの声が相次いだ。国会会期末（６月１日）直前に首相が党幹部に延期の意向を伝え、瞬く間に方針が決まったことに、「ここ数日の政策決定のあり方に違和感を覚えた。会期末ギリギリで重要政策が決まることは今までなかった」（ベテラン議員）との不満の声が漏れた。 
　これに対し、谷垣禎一幹事長は「議論せずに先に進めてはだめと思い会合を開いた」と発言。最終的に了承されたが、村上誠一郎元行革担当相は、記者団に「一方的に官邸に従うならば、党政調の存在意義はどうなるのか」と不満をぶちまけた。 
　これに先立つ税調会合では、非公式幹部会（インナー）メンバーで、３０日に首相から再延期方針を伝えられた高村正彦副総裁に報告を求めたが、高村氏は「報道の通り。付け足すことはない」と発言。一連の会合で「無責任な選択だ」（閣僚経験者）との批判も出たが、決定を覆すことはできず、表立った発言を控える議員がほとんどだった。 
　一方、公明も３１日に臨時の常任役員会を開催。井上義久幹事長が「首相の提案を尊重したうえで、結束して政権を支えていこう」と呼びかけ、今後の対応を山口那津男代表と井上氏に一任した。 
　その後の全国会議員を対象とした政調全体会議では「３党合意の大局的な精神が軽視されはしないか」「社会保障の財源確保に全力を挙げてほしい」などの注文が出たが、井上氏は「具体的な決定は参院選後になる」と場を引き取り、延期方針が了承された。 
　公明にとっては、最も懸念していた衆参同日選が見送られた安堵（あんど）感が広がっているのが実情で、重要政策などを最終決定する中央幹事会は開かず、異例のスピード決着となった。 
自民、公明両党が消費増税の再延期方針を了承 
日経新聞2016/5/31 16:20
　自民、公明両党は31日午後にそれぞれ開いた会合で、2017年４月に予定していた消費税率10％への引き上げを19年10月まで２年半先送りする安倍晋三首相の方針について対応を協議し、了承した。
　自民党の政調全体会議では谷垣禎一幹事長が、30日の党役員会で首相から再延期の意向を伝えられたことを説明した。出席者からは「歳入増と歳出減の道筋を示さないと大間違いを起こすのではないか」などと財政への懸念が出たが、国民が納得する説明を首相に求めることで一致し、方針を了承した。
　稲田朋美政調会長は終了後、記者団に「（財政再建の）道筋を国民にしっかりと説明しないといけない」と述べた。
　公明党の政調全体会議では、山口那津男代表が30日に首相との与党党首会談で報告を受けたことを説明。会議では「社会保障と税の一体改革の大局的意義が失われるのではないか」などと懸念の声もあがった。今後の進め方は山口氏、井上義久幹事長に一任した。
　山口氏は終了後、記者団に「基本的には首相の提案を尊重し、与党で結束して政権を支えていく」と表明。６月１日にも自民党との最終調整をする考えも示した。
自民・公明 消費増税の再延期を容認
NHK5月31日 15時59分
自民・公明両党は、来年４月の消費税率の引き上げを、２０１９年（平成３１年）１０月まで２年半、再延期するとした、安倍総理大臣の方針を容認することになりました。
このうち、自民党は、３１日午後、政務調査会の会合を開き、谷垣幹事長が来年４月の消費税率の引き上げを２０１９年１０月まで２年半、再延期するとした、安倍総理大臣の方針を説明しました。
　これに対し、出席者からは再延期を支持する意見が相次いだ一方、「再延期する理由を丁寧に国民に説明すべきだ」、「社会保障を含む歳出改革に取り組むべきだ」といった指摘も出されました。そして、会合では安倍総理大臣の再延期の方針を了承しました。
　また、公明党も３１日午後、政務調査会の会合を開き、安倍総理大臣が示した再延期の方針を協議しました。この中で、出席者からは「社会保障の財源確保は重要であり、最大限努力すべきだ」、「これまでの安倍総理大臣の発言との整合性に配慮し、丁寧な説明を求めたい」などの意見が出されましたが、最終的に、今後の対応を山口代表と井上幹事長に一任することを決め、安倍総理大臣の方針を容認することになりました。
産経新聞2016.5.31 14:49更新 
【消費税増税再延期】「党はなんのために存在するのか」　自民党総務会で村上誠一郎氏ら異論噴出　でも、参院選にらみ軟着陸？

自民党総務会に臨む（左から）茂木敏充選対委員長、高村正彦副総裁、二階俊博総務会長、谷垣禎一幹事長、稲田朋美政調会長＝３１日午前、国会内（斎藤良雄撮影） 
　自民党は３１日、来年４月に予定される消費税率１０％への再増税を２年半延期するという安倍晋三首相の方針に沿って党内議論を始めた。党内には、増税を延期しながら参院選と衆院選の同日選を見送ることも合わせて不満がくすぶり、同日の総務会でも異論が出た。ただ、党内がゴタゴタすれば参院選にマイナスとなるため、軟着陸する見通しだ。
　「首相が言ったら全て従うのか。今後の見通しを示さないまま増税を見送って、誰が財政規律を体を張って守るのか。こんな自民党ではなかった」
　総務会でこう口火を切ったのは、財政規律派の急先鋒である村上誠一郎元行革担当相だ。村上氏は党税制調査会での議論などの必要なプロセスが省かれたことを挙げ「ある日突然、官邸から下りてきてこうだといわれても…。党がなんのために存在するのか」と声を荒らげた。
　さらには、消費税増税を先送りすれば、社会保障財源に穴が開き、財政健全化が遅れるとして、その道の重鎮から懸念が相次いだ。
　厚労族の丹羽雄哉元厚相は「少子高齢化がものすごいスピードで進んでいる。延期となると、中福祉中負担から低福祉高負担になりかねない」と表明。税の専門家である野田毅党税調最高顧問は「来年の社会保障の財源がない。他に迷惑がかかる。赤字国債という野党の考えと同じ道を選べば、無責任のそしりをまぬがれない」と述べた。
　夏に改選を迎える片山さつき参院議員は「経済人と話をすると、肌感覚では延期はしようがない」と述べたものの、「経済危機に陥るから上げられないなら、大型の経済対策を出さないと矛盾する。参院選の前に、社会保障の財源をしっかり確保する、といわないと選挙を戦えない」と発言。山口俊一前沖縄北方担当相も「財政再建の道筋をおぼろげでいいから出さないと、参院選の公開討論で追い詰められる」と危機感を表明した。増税延期に理解を示す議員からも注文が相次いだ形だ。
　一方、山本一太元沖縄北方担当相は「中小企業の声を踏まえれば延期はやむを得ない」と首相の方針を支持。同日選見送りについても「首相の専権事項で異論はない」と述べた。
　党内で首相方針に真っ向から反対する声はほとんどない。実際、予定通りの増税実施を主張してきた谷垣禎一幹事長は総務会に先立つ役員連絡会で「最後は党が一致結束して参院選に臨む態勢を作ることが大切だ」と訴えた。
　過去には麻生太郎政権時代に麻生降ろしで紛糾した自民党や、野田佳彦政権で消費税増税をめぐり党が分裂した旧民主党が、党内の混乱を受けて直後の衆院選で野党に転落した経緯もあり、「結束」を演出する心理が自民党議員に働いている面もありそうだ。
消費増税再延期「責任ある説明を」　自民・小泉氏
朝日新聞デジタル2016年5月31日22時45分
■小泉進次郎・自民党農林水産部会長
　消費税増税を延期する、だけど決まっていた社会保障の充実は予定通りやる、そんなおいしい話だけじゃダメだ。どこに財源があるのか、民進党と違って責任ある説明をしなければいけない。
　今日の議論で、この消費増税の再延期は、社会保障の構造的な改革へのスタートだという思いは党の幹部と共有できた。社会保障をはじめとする構造的な改革にますます深く切り込まないと、世界からの信任、国民からの社会保障政策への信頼を獲得できない。
　増税再延期の主張は与野党同じだ。野党は、その間の社会保障の充実を赤字国債でやれと言っている。財政に対する責任があるとはとても言えないような考え方に対して、自民党はどう責任あるあり方を示していくのか。それができれば、今回の選挙はむしろ、前向きな訴えができる可能性があるんじゃないかと思う。（消費増税再延期をめぐる自民党の政調全体会議後、党本部で記者団に）
産経新聞2016.5.31 17:24更新 
【消費税増税再延期】自民・小泉進次郎氏「そんなおいしい話に若い人たちはだまされない」

小泉進次郎氏 
　自民党の小泉進次郎農林部会長は３１日、党本部で開かれた党政調全体会議に出席し、消費税率の１０％への引き上げを来年４月から２年半延期するという安倍晋三首相の方針について「延期するけれども決まっていた（社会保障）充実策はやるというなら、こんなおいしい話はない。そんなおいしい話に若い人たちはだまされない」と発言した。
　さらに、首相が平成２６年秋にも消費税増税の１年半延期を決断し、来年４月に先送りされた経緯を念頭に「二度あることは三度ないという説明をどうやったらできるのか。おそらくできない」と指摘。予定通り増税するべきだとの考えをにじませた。
　一方で、「今回の決断は社会保障の構造的なあり方（の改革）にもう一度アクセルを踏んでいくスタートにしなければいけない」とも強調。再延期の方針を半ば容認しながらも、社会保障制度の見直しを同時に進めていくべきだとの認識を示した。
　小泉氏は会議後、記者団に対し、民進党が再延期の間の社会保障政策の充実を赤字国債を財源に実施するよう主張していることにふれ「自民党はどう責任あるあり方を示していくのかが（夏の参院選の）一つの論点になるだろう」との見方を示した。
同友会代表幹事、消費増税延期「政治も国民も覚悟が足りない」 
日経新聞2016/5/31 14:25
　経済同友会の小林喜光代表幹事は31日午後の記者会見で、安倍晋三首相が消費増税の先送りを決断したことについて「まず選挙に勝つこと。ここで余計なことをして、また消費が下がって、デフレになることを恐れたのだろう」と述べた。その上で「こんなに強い政権で増税できなければ、他の政権ではおおよそできない」と述べ、「政治も国民も覚悟が足りない」と苦言を呈した。
　首相は伊勢志摩サミットで現在の世界経済の情勢がリーマン・ショック前と似ているとの見方を示したことについては「（素材系産業など）案外がっちりしている。中国経済も大きな危機に面している状況ではない」と指摘。「（景気の危うさを強調すると）そこまで日本経済や世界経済が悪いなら貯金したほうがいいと、消費が逆回転する危険性はある」と語った。〔日経ＱＵＩＣＫニュース（ＮＱＮ）〕
経済同友会代表幹事 増税再延期で財政再建に懸念
NHK5月31日 21時49分
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来年４月の消費税率の引き上げについて、安倍総理大臣が２０１９年・平成３１年１０月までの２年半、再延期する考えを示していることについて、経済同友会の小林代表幹事は、３１日の記者会見で、デフレになることを恐れたのだろうとしたうえで、「国民の支持が高い政権で増税できなければほかの政権ではなおさら難しい」として、財政再建の行方に懸念を示しました。
この中で小林代表幹事は、安倍総理大臣が消費税率の引き上げを再延期する考えを示していることについて、「選挙に勝つことだろうし、増税によって消費が下がり、デフレになることをいちばん恐れたのだろう。国民の支持が高い政権が増税できないとなるとほかの政権では無理だと思われる」と述べ、財政再建の行方に懸念を示しました。
　そのうえで小林代表幹事は「今後、消費税率が８％のままで２０２０年度に基礎的財政収支＝プライマリーバランスを黒字化するという目標をどう達成するのか具体的な考え方を整理し説明すべきだ」と述べ、財政再建の具体策を明確にすべきだという考えを示しました。
　一方、安倍総理大臣がＧ７伊勢志摩サミットで示した世界経済が通常の景気循環を超えて『危機』に陥る大きなリスクに直面しているという認識について、小林代表幹事は、アメリカが利上げの可能性を示唆しているほかヨーロッパの経済成長も底堅く大きな危機に面している状況ではないという見解を示しました。
産経新聞2016.5.31 16:20更新 
【消費税増税再延期】民進・小川敏夫参院幹事長「議論しているのか。独裁化が進んでいる」
　民進党の小川敏夫参院幹事長は３１日の記者会見で、安倍晋三首相（自民党総裁）の消費増税再延期方針をめぐり、自民党内に不満がくすぶるものの、首相主導で重要政策が決まる現状について「（増税の是非を）自民党内で十分に議論しているのか」と疑問を呈した。その上で「党総裁の意図するところだけで物事が進んでしまうのではないか。独裁化が進んでいる」と指摘した。
同友会代表幹事「社会保障改革が必要」　増税延期で 
日経新聞2016/5/31 19:41
　経済同友会の小林喜光代表幹事は31日の記者会見で、政府・与党が消費税率10％への引き上げを先送りする方針を固めたことを受けて「社会保障の痛みを伴う改革が必要」と述べた。安倍晋三首相が世界経済のリスクを強調していることに関して「貯金した方がよいと（思われて）消費が逆回転する危険性がある」と指摘した。
産経新聞2016.6.1 05:00更新 
【消費税増税再延期】首相、サミットで配布データを極秘裏に準備　財務省などを関与させず側近らが作成
　安倍晋三首相は１日、来年４月に予定される消費税再増税の先送りを表明するが、その理由付けとして５月２６日の主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）に向け極秘裏に準備したのが、各国首脳に配布した「参考データ」だ。少数の首相側近らが作成し、世界的な経済指標を例示しながら、２００８年のリーマン・ショックと同程度のリスク要因があると印象づける内容。ただ、閣僚や自民党幹部にも内容を隠し続けたことから、自民党内からは「先送りのための結論ありきだ」と恨み節も聞こえる。
　「リーマン・ショック直前に行われた北海道・洞爺湖サミットでは危機を防ぐことができなかった。そのてつを踏みたくない」
　首相は５月２６日のサミットの経済討議で、配布した参考データを例示しながら、世界経済はリーマン・ショックと同じほど脆（ぜい）弱（じゃく）な状況にあると説明した。
　参考データはＡ４判４枚で（１）原油や食料などの価格をまとめた国際商品価格の推移（２）新興国の経済指標（３）各国の２０１６年成長率の予測推移（４）新興国への資金流入－がテーマ。すべてに指標のグラフやリーマン・ショック当時と今を比べるコメントが記されている。
　たとえば「国際商品価格の推移」では２０１４年４月から１６年１月までに５５％下落したことから「リーマン・ショック前後の下落幅の５５％と同じ」と強調。新興国の投資伸び率（実質）も「リーマン・ショックより低い水準まで低下」と結論づけている。
　官邸関係者は「首相は早い段階で再増税を先送りする方針を固めており、サミットでは、条件としていた『リーマン・ショック級の状況』に近いと印象づけたかった」と打ち明ける。データ作成は首相の指示を受けた側近と経済産業省幹部らごく数人のスタッフだけで行われた。
　財務省などを作成に関与させなかったのは、予定通りの増税を求める同省や、自民党幹部らの横やりを嫌ったためとみられる。実際、麻生太郎副総理兼財務相はサミット直前に内容を知り、官邸側に公表中止を求める一幕もあったという。自民党幹部も「データの作成自体を知らなかった」と打ち明ける。
　ただ、この参考データは評判が芳しくない。閣僚経験者は「最近の国際商品価格の下落は米国のシェール革命による原油安が影響しており、すべての需要が先細ったリーマン時とは状況が違う」と指摘。サミットでもキャメロン英首相が「そうした状況にないのではないか」と言及した。
　安倍首相は５月３０日の党役員会で、サミットの討議を踏まえ、再増税延期の方針を表明。ただ、「私がサミットで世界経済の状況について『リーマン・ショック前の状況に似ている』との認識を示したとの報道があるが、全くの誤りだ」とも語った。
　これに関連し、サミットの際、記者団に首相の発言を説明した世耕弘成官房副長官は３１日の記者会見で、「『洞爺湖のてつを踏みたくない』という首相の言葉を解説的に申し上げ、言葉足らずだった」と釈明した。参考データの件と合わせ、こうした官邸の前のめりな姿勢が、党側の不信感を生む原因となっている。
安倍首相「リーマン前似ている」発言せず＝世耕副長官が釈明
　世耕弘成官房副長官は３１日午後の記者会見で、世界経済の現状を「リーマン・ショック前に似ている」とした主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）での安倍晋三首相の発言について、実際には首相のものではなく、記者ブリーフでの世耕氏自身の発言だったと釈明した。
「経済認識に隔たり」＝安倍首相の危機感、共有されず－海外メディア
　世耕氏は、「私が解説的に申し上げたことであり、少し言葉足らずだったかもしれない」と述べた。サミットでの世界経済に関する討議は２６日に行われ、討議後に世耕氏が首相の発言を記者団に説明していた。（時事通信2016/05/31-17:52）
首相のリーマン前発言「ない」　サミットでの経済分析、世耕氏

共同通信2016/5/31 21:11

　世耕弘成官房副長官は31日の記者会見で、世界経済を巡り、主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）で「リーマン・ショック前に似ている」とした安倍晋三首相の分析について「そうした発言はなかった」と述べた。「首相は『リーマン直前に北海道洞爺湖サミットが行われたが、危機を防げなかった。その轍を踏みたくない』ということを申し上げた」と説明した。

　世耕氏は、サミット開催時、世界経済に関する首相の議論について「リーマン前に似ている」との発言を含め、記者団に紹介した。「（当時は）解説的に述べた。少し言葉足らずだったかもしれない」と釈明した。

「リーマン前」 　世耕氏「安倍首相は発言していない」
毎日新聞2016年5月31日　20時28分（最終更新　6月1日　02時58分）
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記者会見する世耕弘成官房副長官＝首相官邸で２０１６年５月３１日、山本晋撮影
　世耕弘成官房副長官は５月３１日の記者会見で、主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）での安倍晋三首相の発言について、「『リーマン・ショック前に似ている』とは発言していない。私が少し言葉足らずだった」と釈明した。世耕氏は２６日の世界経済に関する議論の後、記者団に「首相は『リーマン前の状況に似ている』と申し上げ、各国首脳と認識は一致している」と説明した。 
　首相はサミットで、各種の経済指標がリーマン・ショック時と同様に悪化していることを示すペーパーを使い、経済の「下方リスク」を強調。財政出動の必要性に了解を取り付け、首脳宣言に盛り込んだ。 
　ただ、海外メディアはこの説明を「世界経済が着実に成長する中、説得力のない比較」（英紙フィナンシャル・タイムズ）などと批判的に報じた。自民党内にも「あの説明では理解されない」（閣僚経験者）と異論が広がっており、火消しが必要と判断したようだ。 
　首相自身も３０日の自民党役員会で「私が『リーマン前に似ている』との認識を示したとの報道があるが、全くの誤りだ。中国など新興国経済を巡る指標で、リーマン以来の落ち込みがあるとの趣旨だ」と語った。【田中裕之】 
首相の「リーマン前に似る」発言否定　世耕氏が釈明 
日経新聞2016/5/31 20:35
　世耕弘成官房副長官は31日の記者会見で、世界経済の現状が「リーマン・ショック前と状況が似ている」と指摘した主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）での安倍晋三首相の発言について「私が記者へのブリーフで解説的に申し上げたものだ。首相は『似ている』と言っていない」と否定した。
　世耕氏は26日のサミットでの世界経済に関する討議後、記者団に首相の発言として「首相はリーマン前と状況が似ていると申し上げている」と紹介していた。世耕氏は「首相が言ったのは『リーマン・ショック直前に洞爺湖サミットが行われたが、危機の発生を防ぐことができなかった。その轍（てつ）を踏みたくない』ということだ」と釈明した。
産経新聞2016.5.31 21:41更新 
安倍首相の「リーマン前に似ている」発言は「ない」　世耕弘成官房副長官が釈明
　世耕弘成官房副長官は３１日の記者会見で、世界経済をめぐり主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）で「リーマン・ショック前の状況に似ている」とした安倍晋三首相の分析について、「そうした発言はなかった」と述べた。「首相は『リーマン直前に北海道洞爺湖サミットが行われたが、危機を防げなかった。その轍（てつ）を踏みたくない』ということを申し上げた」と説明した。
　世耕氏は、サミット開催時、世界経済に関する首相の議論について「リーマン前に似ている」との発言を含め、記者団に紹介した。「（当時は）解説的に述べた。少し言葉足らずだったかもしれない」と釈明した。
　首相は３０日の自民党役員会で「リーマン前に似ている」との発言に関し、「全くの誤りだ」と指摘した。
しんぶん赤旗2016年6月1日(水)

「リーマン前に似ている」報道　安倍首相　今度は言い逃れ

　“世界経済はリーマン・ショック前夜”との認識を示し、アベノミクスの失敗責任を「世界経済」に転嫁した安倍晋三首相。この態度に、国内外で批判が噴出する中、安倍首相は「報道はまったくの誤り」と今度は言い逃れをはじめました。

　５月３０日の自民党役員会。安倍首相は、伊勢志摩サミットで自らが示した経済の現状認識について、「私がリーマン・ショック前の状況に似ているとの認識を示したとの報道があるが、まったくの誤りだ」と言い放ちました。

　しかし、サミット終了後の記者会見の冒頭、６回も「リーマン・ショック」という言葉を修飾語として使い、「～の下落幅に匹敵」「～よりも低い水準」「～後初めての出来事」「～以来最低」「～以来の落ち込み」と繰り返したのは安倍首相自身です。

　自民党役員会で「事実を説明しただけだ」と言い訳するものの、首相の頭にあるのは、まぎれもなく“世界経済はリーマン・ショック前”という認識です。

　この経済の現状認識は、日本経済の実態と国民の実感、世界の常識からもかけ離れています。こうした認識をあえて示し、「リーマン・ショック」という言葉を繰り返したのは、日本経済が陥っている深刻な個人消費の落ち込みが自らの経済失政にあることを覆い隠し、「安倍不況」の責任を「世界経済」に転嫁する無責任極まりない態度です。

　だからこそ、「安倍晋三の不安扇動がＧ７を驚かせる」と報じた仏紙ルモンド（５月２６日付ウェブサイト）や、「安倍首相は世界経済に関して積極的に騒ぎ立てた」との英政府報道官の発言を紹介した英紙フィナンシャル・タイムズ（同２７日付）はじめ、内外メディアがこぞって、「首相の経済認識」の異様さを報じました。

　経済認識の誤りへの批判を恐れた安倍首相は、今度は、そうした報道に難癖をつけ、“私は言っていない”と知らんぷりを決め込もうというのです。

　サミット後の記者会見で安倍首相は、「アベノミクスのエンジンを、もう一度、力強くふかしていかなければならない」とも語りました。経済認識が正反対のままで、すでに破綻が明白になっているアベノミクスをさらに推進するという安倍首相。残されている道は退陣しかありません。

（山田英明）

麻生氏「首相に従う」＝各閣僚、増税再延期を支持
　安倍晋三首相は３１日午前の閣僚懇談会で、来年４月の消費税増税を２０１９年１０月まで２年半延期する方針を説明し、理解を求めた。増税再延期に反対していた麻生太郎副総理兼財務相は、閣議後の記者会見で「最終的に首相が決めたことに従う」と容認に転じたことを明言。他の閣僚からも再延期を支持する発言が相次いだ。
　麻生氏は３０日、首相と夕食をともにしながら約３時間会談し、説得に応じた。麻生氏は３１日の会見で、増税延期の場合には衆院を解散するよう主張していたことについても、「解散は首相の専権事項だ。首相が適切に判断したら、それに従う」と矛を収めた。
　菅義偉官房長官は「首相の判断を踏まえ適切に対応したい」と語った。当初は月内の予定だった経済財政運営の基本指針「骨太の方針」などの閣議決定については、「与党の調整をまず行う。その調整を見て、という形になる」と述べた。
　石原伸晃経済再生担当相は「経済再生と財政健全化の両立を図るという内閣の方針が変わらない以上、私はその環境をしっかり整備していく」と強調した。
　首相が３０日に与党幹部に増税再延期の方針を説明した際、公明党の山口那津男代表は判断を保留している。同党から入閣している石井啓一国土交通相は、「首相が与党関係者の意見を聞いた上で、適時適切に判断する」と述べるにとどめた。（2016/05/31-13:13）
麻生財務相 　増税２年半延期「首相判断に従う」
毎日新聞2016年5月31日　12時53分（最終更新　5月31日　14時02分）
　麻生太郎副総理兼財務相は３１日午前の閣議後記者会見で、来年４月に予定していた消費税率１０％への引き上げを２年半先送りする安倍晋三首相の方針に関して「首相が最終的に適切に判断される。それに従うのがルールだ」と述べ、受け入れる考えを表明した。参院選と同時に衆院選を行う同日選の見送りについては「（衆院解散は）首相の専権事項だ。意見は言っても、首相が適切に判断したら従う」と述べた。 
　麻生氏は当初、首相の増税再延期方針に反対し、同日選で信を問うべきだと主張していた。両氏は３０日夜に東京都内のホテルで会談し、参院選単独でも国民の理解は得られるとする首相の説得を、麻生氏が受け入れた。 
　麻生氏は会見で、主要７カ国（Ｇ７）財務相・中央銀総裁会議などで自身が「予定通り引き上げる」と明言してきたこととの整合性を問われると、「他国からいろいろ意見はあると思う」としたうえで、２０２０年度の基礎的財政収支の黒字化目標に向けて「最大限努力していく姿勢は変わらない」と理解を求めた。 
　また、自民党の谷垣禎一幹事長は３１日午前の記者会見で、同日選見送りについて「解散は首相の権限だ。やると決めたときは発言があると思うが、やらないという発言はないと思う」と述べ、見送りについて、首相はあえて明言はしない可能性があるとの見方を示した。 
　増税再延期については首相が６月１日に記者会見をして表明するとの見通しを示した。谷垣氏は党役員連絡会で「首相もとりまとめに努力している。最後は党が一致結束となって参院選に臨もう」と述べ、理解を求めた。自民党は３１日午後の政調全体会議で、党内手続きを終える。 
　一方、公明党は３１日午前、国会内で党幹部が増税再延期について協議した。山口那津男代表は記者会見で「首相が（延期の）方針を示しているので、基本的にはそれを尊重しながら党の意見集約を図ることになる」と述べ、首相の判断を容認する姿勢を示した。午後に容認を正式決定する。 
　菅義偉官房長官は３１日午前の記者会見で、増税延期について「首相の判断をふまえて適切に対応する。（表明の）時期についても首相が判断することだ」と述べ、与党内の調整を待つ考えを強調した。 
　菅氏はまた、３１日午前に行われた閣僚懇談会で、増税再延期について首相から「そういう方向で今、与党内調整をしている」との発言があったことを明らかにした。【高本耕太、高橋恵子】 
菅官房長官 　増税２年半延期「首相判断ふまえ対応」
毎日新聞2016年5月31日　11時39分（最終更新　5月31日　11時39分）
　菅義偉官房長官は３１日午前の記者会見で、来年４月に予定していた消費税率１０％への引き上げを２年半先送りする安倍晋三首相の方針に関して「首相の判断をふまえて適切に対応する。（表明の）時期についても首相が判断することだ」と述べ、与党内の調整を待つ考えを強調した。首相が参院選と同時に衆院選を実施する同日選を見送る意向を固めたことについては「首相の専権事項なので首相の判断だ」と述べるにとどめた。 
　菅氏はまた、同日午前に行われた閣僚懇談会で、増税再延期について首相から「そういう方向で今、与党内調整をしている」との発言があったことを明らかにした。政府が月内の閣議決定を目指していた経済政策の指針（骨太方針）のとりまとめ時期については「まず与党内の調整を行うことが先だと思う」と述べた。 
　「アベノミクスの失敗」などを理由に、民進、共産など野党４党が同日午後に内閣不信任決議案を提出することについては「政府としてコメントすべきことではない」と論評を避けた。 
　また、自民党の谷垣禎一幹事長は３１日午前の記者会見で、同日選見送りについて「首相は解散については、やると決めたときは発言があると思うが、やらないという発言はないと思う」と述べ、見送りについて、あえて明言しない可能性があるとの見方を示した。 
　増税再延期については首相が６月１日に記者会見をして表明するとの見通しを示した。そのうえで「首相もとりまとめに努力している。最後は党が一丸となって参院選に臨もう」と述べ、理解を求めた。 
　首相の増税再延期方針に対しては、麻生太郎副総理兼財務相が当初、「もう一回選挙をして信を問わねば筋が通らない」と主張するなど、政府与党内に異論があった。しかし、両氏が３０日夜、東京都内のホテルで約３時間にわたり会談。参院選単独でも国民の理解は得られると主張する首相の説得を、麻生氏が受け入れたことで、自民、公明両党も了承する方向になっている。 
　自民党は３１日午後の政調全体会合で、増税再延期についての党内手続きを終える。公明党は３１日午前、国会内で党幹部が増税再延期について協議した。午後に容認を正式決定する。【高本耕太、高橋恵子】 
野党、1人区一本化完了　佐賀選挙区で共産取り下げ

共同通信2016/5/31 21:48 | 5/31 21:50 updated

　共産党佐賀県委員会は31日、参院選佐賀選挙区（改選数1）に擁立した新人の上村泰稔氏（51）を取り下げ、民進党の元職中村哲治氏（44）の支援に回ると発表した。上村氏は比例代表に移る。これにより、参院選全体の勝敗の鍵を握る32の改選1人区全てで、民進、共産、社民、生活の4野党による候補一本化が完了し、自民党候補と事実上の一騎打ちとなる。

　内訳は、民進党公認は宮城、長野、大分などの15選挙区で、共産党公認は香川選挙区。無所属は岩手、富山、熊本などの16選挙区となった。民進党は31日、総合選対本部の役員会を開き、共闘の推進を確認した。

４野党、参院選１人区全てで候補を一本化

読売新聞2016年05月31日 21時36分

　共産党は３１日、参院選佐賀選挙区（改選定数１）で予定していた新人候補の擁立を取り下げた。

　民進、共産、社民、生活の野党４党の候補は、民進党が公認を決めている元参院議員のみとなる。これにより、全国に３２ある改選定数１の参院選１人区全てで４党の候補が一本化された。

　共産党は今年２月、参院選での野党共闘に向け、１人区で候補を取り下げる方針を表明。その後、相次いで擁立を中止した。民進党は香川選挙区で推薦を決めていた候補を取り下げ、同選挙区では共産党の公認候補に野党候補が一本化された。

　社民、生活の両党は比例選でも一つの名簿を作成して戦う「統一名簿構想」を模索している。小政党が単独で戦うよりも集票で有利とされるためだ。民進党は構想に消極的だ。

産経新聞2016.5.31 19:35更新 
野党４党　参院選１人区の一本化完了　最後の佐賀で共産が取り下げ　志位和夫委員長「非常に画期的な前進」
　共産党佐賀県委員会は３１日、参院選佐賀選挙区（改選数１）に擁立した新人の上村泰稔氏（５１）を取り下げ、民進党の元職、中村哲治氏（４４）の支援に回ると発表した。これにより、全国で３２ある１人区全てで、民進、共産、社民、生活の４野党による候補者の一本化が完了した。
　統一候補３２人の内訳は、無所属が１６人、民進党が１５人、共産党が１人。共産党の志位和夫委員長は３１日の記者会見で、１人区全てで野党候補を一本化したことについて「非常に画期的な前進だ」と評価した。その上で、「勝つためには野党４党が本気になって結束し、頑張り抜くことが必要だ。勝つために必要なことは何でもやるとの立場で頑張りたい」と決意を表明した。
　佐賀選挙区では、民進党と支援団体の連合側に共産党との共闘に対する抵抗感が特に強く、調整が難航していた。間に立った市民団体「市民連合さが」が安全保障関連法の廃止を目指すとする政策協定を中村氏、共産党とそれぞれ結ぶことで、３者間の連携が成立したという形を取った。
　民進党側の意向を踏まえ、共産党は中村氏への推薦は見送るという。上村氏は比例代表に移る。
しんぶん赤旗2016年6月1日(水)

参院選　全１人区で野党一本化　共産党　佐賀で中村氏を支持　かみむら氏比例予定候補に
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（写真）調印した協定書を掲げる今田委員長（右から２人目）、畑山代表（右端）、かみむら予定候補（右から３人目）＝３１日、佐賀市


　日本共産党佐賀県委員会は３１日、「市民連合さが」と協定を結び、参院佐賀選挙区で元参院議員の中村哲治（てつじ）氏（民進党公認）を支持することを決めました。これで、７月１０日に実施が見込まれる参院選の３２の（改選）１人区の全てで野党候補一本化が実現。自民・公明とその補完勢力を打ち負かし、安倍政権を打倒する野党共闘の力がさらに発揮されることになります。

　調印した協定書は、３０日に市民連合と中村氏が結んだ協定＝(1)安全保障関連法（戦争法）の廃止(2)立憲主義の回復（集団的自衛権行使容認の閣議決定の撤回含む）(3)個人の尊厳を擁護する政治の実現＝を共産党として尊重し、中村氏を支持することをうたっています。

　党佐賀県委員会は３１日、かみむら泰稔（やすとし）選挙区候補の擁立を取り下げ、比例予定候補として活動していくことを発表しました。

　協定調印後、佐賀市内で記者会見した今田真人県委員長は「戦争法を廃止してほしいという県民の思いが政党を後押しした。中村さん勝利のため全力をつくす」と表明。市民連合の畑山敏夫代表は「共産党の判断がありがたかった。保守的な考えをもった人でも安倍政権に納得できない人は多い」と語りました。かみむら予定候補は「中村氏と市民連合が結んだ三つの約束が参院選の一番の大義です」と語り、比例で奮闘する決意を述べました。

　野党候補の内訳は、無所属１６人、民進公認１５人、共産公認１人。現職が７人、元職が４人、新人が２１人です。

しんぶん赤旗2016年6月1日(水)

３２すべての参院選１人区で野党一本化を実現　「勝利のため全力」　志位委員長が表明
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（写真）記者会見する志位和夫委員長＝３１日、国会内


　日本共産党の志位和夫委員長は３１日、国会内で記者会見し、参院佐賀選挙区（改選１）で、市民連合と野党各党が協定を結び、民進党公認の中村哲治元参院議員を支持することが確認され、日本共産党は、かみむら泰稔予定候補の立候補を取り下げて比例区にすることを報告しました。

　志位氏は、佐賀選挙区での野党候補一本化によって、「全国３２の（改選）１人区のすべてで野党統一候補が実現したことになります。これは画期的な前進です」と強調。「選挙戦はスタートラインに立ったばかりです。これからのたたかいで必ず勝ちたい。勝つためには、野党４党が本気になって結束し、市民の方々とスクラムを組んでがんばりぬくことが必要になってきます」と述べました。

　志位氏は、「政策面でも、安保法制の問題では、すでに太い一致がありますが、それ以外の問題でも、中央段階でも、地方段階でも共通政策を豊かなものにしていく努力が必要です。その努力も行っていきたい。３２のすべてで、党として勝つために必要なことはなんでもやるという立場でがんばりたい」と表明しました。

産経新聞2016.5.31 23:23更新 
【２０１６参院選】香川　共産初の野党統一候補　民進に根強い「アレルギー」　

野党候補を支援する「市民連合」と政策に関する覚書を交わす共産党の田辺健一氏（左）＝５月２７日、香川県庁 
　休日を楽しむ家族連れでにぎわう高松市丸亀町の繁華街。夏の参院選で、共産党所属として全国初の野党統一候補となった田辺健一氏＝香川選挙区＝は５月２９日、安倍晋三政権への批判票は一手に自らに投票するよう切々と呼びかけた。
　「安倍政権を打倒し戦争法（安全保障関連法）を廃止すると訴える候補は香川選挙区で私ただ一人だ！」
　共産党は野党統一候補の擁立を進めるため、全国に３２ある改選１人区の大半で出馬を辞退。民進党には、その代わりに野党共闘の象徴として、１人区の１カ所だけでも共産党を統一候補とするよう求めていた。
　民進党の岡田克也代表が要求を受け入れ、白羽の矢を立てたのが香川だったというわけだ。２０日には、香川で同党推薦を決めていた岡野朱里子県議の擁立を撤回。共産党の志位和夫委員長は「全国の選挙区に計り知れないプラスの影響がある」と手放しで喜んだ。
　ただし、民進党がすんなり田辺氏を応援するかは見通せない。党本部主導の擁立断念劇に、地元では「共産党アレルギー」を背景にした不満が根強いからだ。
　田辺氏が街頭に立つ１時間前。高松市の集会所には支持者に深々と頭を下げる民進党県連代表、小川淳也衆院議員の姿があった。
　「民進党候補の撤退にはお叱りもいただいている。共産党候補とどう距離感を保てばいいのか。全面的な応援も難しいだろうし、放っておくというのも…」
　香川は平成２６年の衆院選で、旧民主党が善戦した地域だ。香川２区の玉木雄一郎氏は２万票以上の差で自民党候補に圧勝。１区の小川氏は比例復活に甘んじたが、惜敗率は８８・７９％まで詰めた。今回の参院選でも「民進党系候補で一本化できれば勝算がある」（党幹部）とみられていた。
　民進党の支持組織・連合香川の進藤龍男会長は、岡野氏の撤退発表前日、小川氏から電話で「共産党から『香川だけは何とか空けてほしい』と求められ、党本部レベルで最終的に判断をした」と伝えられた。
　「岡野氏は大票田の高松市で知名度が高く、自民党の現職ともいい勝負をすると思っていた。連合内には『なんで香川を空けるんや』という声が多い」
　「非自民・非共産」を掲げる連合には共産党への忌避感が強く、田辺氏支援のハードルは高い。ただ自主投票にすれば、民進党で過去最多の１２人の組織内候補を擁立する比例代表選への影響が気がかりだ。二の足を踏むのは民進党も同じで、県連の山本悟史幹事長は「現時点で田辺氏への支援は白紙」と打ち明ける。
　■　　　　■
　対する自民党は、共産党出身の野党統一候補に勝機を感じている。
　「大平正芳元首相らを輩出してきた香川を共産党に渡すのか。共産党が主導する革新勢力にこの地域を、日本を委ねていいのか」
　５月２９日、高松市のホテルで開いた党県連大会で、茂木敏充選対委員長は共産党批判に拍車をかけた。香川で再選を目指す磯崎仁彦参院議員も「責任がとれる政治をできるのは、自公連立政権をおいてない」と壇上で声を張り上げた。
　磯崎陣営幹部は「『保守対革新』の分かりやすい構図になった」とほくそ笑む。「衆院議員２人が地元で支援する民進党候補が相手なら手ごわかった。玉木氏や小川氏の支持者は保守層が多く戸惑っているのでないか」とも語る。民進党系の企業が「共産はよう応援せんわ」と支援を断った情報も入ってくるという。
　瀬戸内海に浮かぶ女木島（高松市）は、民社党初代委員長の西尾末広の出身地だ。共産党とは一線を画し政権交代可能な野党像を模索した西尾のおひざ元で、全国初の共産党系野党統一候補が誕生したことは皮肉というほかない。
　共産党と連携する今の民進党は、泉下の西尾にどう映るだろうか。西尾は生前、こう語っていた。
　「政権を狙わない政党はネズミを捕らないネコと同じだ」（松本学）
民進、幻の統一名簿構想＝他党に打診も「実現困難」
　民進党の岡田克也代表が、夏の参院選比例代表を統一名簿で戦う構想を社民、生活両党に伝えたものの、実現困難との判断に傾きつつある。名簿を届け出る政治団体の名称について調整が難航したためで、岡田氏は３１日、記者団に「ほとんど検討の余地がないほどハードルが高い」と語った。
　統一名簿構想は、生活の党の小沢一郎代表が提唱し、社民党が賛同。両党は民進党にも参加を呼び掛けていた。岡田氏ら同党執行部は「衆参同日選となった場合の対応が複雑」として消極的だったが、その後、同日選はなくなったと判断。小沢氏らに「統一名簿を考えてみたい」と伝えた。
　具体的には、名簿を届け出る政治団体名に「民進党・市民連合」など「民進」の党名を盛り込むことを条件とした。しかし、総務省に問い合わせたところ、「既存政党と類似している」として認められない可能性が高いことが分かった。小沢氏は「民主国民連合でどうか」と再検討を促したが、岡田氏から前向きな返答はなかったという。
　岡田氏は、野党勢力の拡大に向け統一名簿の有効性は認めたが、「民進」の党名へのこだわりを捨てられなかった格好。社民、生活両党は民進党抜きでも構想実現を目指す構えだ。　（時事通信2016/05/31-20:29）
参院比例で野党統一名簿案が浮上　民・社・生、調整は難航

共同通信2016/5/31 20:32

　民進、社民、生活の野党3党で、参院選比例代表の「統一名簿」案が浮上していることが分かった。3党で政治団体を設立し、統一名簿を届け出る構想。衆参同日選が見送りとなり、有権者の混乱は少ないとの判断から消極的だった民進党が柔軟姿勢に転じた。ただ各党に隔たりがあり、調整は難航している。関係者が31日明らかにした。

　関係者によると、構想は社民、生活両党側が民進党に提案。民進党の岡田克也代表は5月末、政治団体の名称に党名が入る条件で賛同すると回答したという。

　その後、政治資金規正法で、政治団体の登録には類似する名称は使用できないことが判明し、協議は暗礁に乗り上げた。

産経新聞2016.6.1 00:35更新 
【２０１６参院選】社民、生活が比例統一名簿検討　党首会談で一致　民進は否定的
　社民党と、生活の党と山本太郎となかまたちは３１日、夏の参院選比例代表で、両党を軸に統一名簿をつくる方向で検討に入った。社民の吉田忠智党首と生活の小沢一郎代表らが同日、都内で会談し、統一名簿の検討で一致した。ともに国会議員５人の少数政党である両党は参院選を控え党存続の危機に直面しており、政権批判票が分散して「死に票」になるのを防ぐため、統一名簿方式で共闘する必要があると判断した。
　統一名簿の場合、既存の政党を解党する必要がない。届け出る政治団体の名称は「民主連合」（仮称）などを検討している。改選を迎える社民党の吉田氏と福島瑞穂副党首、生活の谷亮子氏のほか、無所属候補も幅広く加えることを想定しており、民進党にも参加を呼びかける考えだ。
　小沢氏は３１日、国会内で記者団に「民進党が駄目なら、２党を中心とする案も一つだ」と述べた。
　一方、民進党の岡田克也代表が５月３０日、社民、生活両党対し３党による統一名簿の検討を提案していたことが判明した。
　岡田氏は統一名簿に消極的だった。だが、衆参同日選が見送りとなり、有権者の混乱は少ないとの判断から柔軟姿勢に転じたとみられる。
　名称は「民進党・市民連合」を想定していた。しかし、政治資金規正法で政治団体の登録には既存政党に似た名称は使用できないため、実現は難しいとの指摘がある。岡田氏は３１日、記者団に「（３党の）統一名簿はハードルが高い」と述べ、実現に否定的な考えを示した。
　統一名簿をめぐっては、小沢氏が「オリーブの木」構想を提唱。今春には亀井静香元金融担当相が社民、生活両党や民進党の一部と「さくらの木」構想を検討したが、民進党は４月の執行役員会で、統一名簿に参加しない方針を確認していた。これとは別に、統一名簿を提唱している憲法学者の小林節慶応大名誉教授は、政治団体「国民怒りの声」での参院選挑戦を表明している。
